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１　将来ビジョン 

（１） 地域の実態 

地域特性 

加賀市は石川県の南西部に位置し、豊か

な自然に恵まれており、風光明媚な「田園観

光都市」である。奈良時代以前から「エヌの

国」と呼ばれ、江沼郡を形成し、戦国時代

は、一向一揆を経て「百姓の持ちたる国」とな

り、藩政期には大聖寺藩十万石の城下町と

して治められ、日本遺産に認定された「北前

船の里 橋立」や山代温泉・山中温泉・片山

津温泉の三温泉による「加賀温泉郷」を抱

え、年間約150万人の観光客が訪れる。 

本市を発祥とする山中漆器・九谷焼といっ

た全国的にも秀でた伝統工芸を源流とし、こ

の山中漆器のろくろ挽き技術を応用した自転車リムの製造を手掛けたことから、その後、自転

車産業やオートバイ産業へと変換し、現在、輸送用機械器具をはじめとした各種機械器具等の

企業が集積され、市内産業別従事者の約 3 割（2021 年経済センサス活動調査）が製造業に従

事するものづくりのまちでもある。 

また、市町村合併を繰り返してきた歴史から、七つの地域にそれぞれの生活拠点が存在す

る多極分散型の特徴ある都市構造になっている。市内を IR いしかわ鉄道や北陸自動車道、国

道 8 号が東西に横切り、2024 年には市の中心地に北陸新幹線加賀温泉駅が開業した。年間

145 万人以上が利用し、石川県の空の入り口である小松空港に隣接している。 

 

 

産業別就業者数については 2020 年の国勢調査によると、第 1 次産業者が 1,102 人、第 2

次産業者が 11,570 人、第 3 次産業者が 18,652 人となっている。 

商業（観光産業）について、昭和の最盛期には約 400 万人の観光客が本市を訪れた。しか

し、バブル崩壊や旅行スタイルの変化への対応が遅れたことで、観光客数が激減し、昨今は最

盛期の半分程度の約 200 万人となっていた。豊かな「自然」、そこからもたらされる豊富な

「食」、食を彩る伝統的工芸品の「器」、魅力ある「歴史」、ぬくもり溢れる「温泉」が特徴のおもて

なしの温泉地である。しかし多極分散型の都市構造から、観光スポット・施設が市内に点在して

おり、公共交通の不便さから、回遊性が乏しく、地域内消費に繋がりにくい状況である。また、

近年においては、新型コロナウイルス感染症（COVID－19）の広がりを受け、観光客数は約 70

万人にまで減少し、コロナ禍が収束に迎かう中で、能登半島地震が発災し、観光産業はまたし

ても大きなダメージを受けた。そのような中で、2024 年には北陸新幹線加賀温泉駅が開業し、

2024 年に開業予定の、北陸新幹線加賀温泉駅のイメージ
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観光客数は増加傾向に転じ始めている。特に欧米からの外国人観光客の増加が著しい状況と

なっている 

ものづくり産業については、事業従業者１人当たりの純付加価値額（2021 年経済センサス）

が 519 万円と近隣都市（小松市 512 万円、能美市 622 万円、白山市 674 万円）と同程度であ

る。 

人口は 2025 年 10 月 1 日現在で 61,042 人（住民基本台帳）である。近年、少子高齢化が

進むとともに人口減少も続いており、人口は、ピーク時である 1985 年の 80,877 人（国勢調査）

より 24.5 ％減少している。民間の有識者らでつくる「人口戦略会議」が 2024 年に公表した分

析では、本市は、将来の若年女性の減少が著しいと予想され、2050 年に消滅の可能性がある

「消滅可能性自治体」に県内の金沢市以南で唯一指摘されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020 年までは「国勢調査」の実績値、2025 年以降は「国立社会保障・人口問題研究 

所　令和 5 年（2023 年）推計」のデータに基づく推計値 

 

この状況を打開するため「第 2 次加賀市総合計画」や「第 3 期加賀市まち・ひと・しごと総合

戦略」を策定し、将来都市像である「自然・歴史・伝統が息づ　住んでいたい　来てみたいまち」

の実現に向け、子育て支援の充実や移住・定住の促進、先端技術を活用した便利に安心して

暮らせる持続可能な「スマートシティ」の推進などの取組を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

左から「山中温泉」「山代温泉」「片山津温泉」の総湯 
地域住民や観光客が集う公衆浴場である。
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（２）　成果と課題 

〇「先端技術を活用したスマートシティならびに国家戦略特区の推進」（「経済」の課題） 

本市の成長戦略は、教育およびイノベーション（技術革新）

の導入を２本柱として進めている。特に、技術革新の進歩が

著しい「第 4 次産業革命」のコア技術と言われている AI や

IoT、ロボットなど先端技術を活用し、人材育成と新たな産業

群を創造することで、便利で安心して暮らせる持続可能な都

市「スマートシティ」の実現を目指している。 

この実現に向けては、地域の課題を官と民が共有し、その

解決に向け、団体の垣根を越えて取り組む必要があることか

ら、加賀市をはじめ、市内の産業団体や市民団体で構成す

る、「加賀市スマートシティ推進官民連携協議会」を立ち上げ、市民生活の質（Quality of Life）

の向上を目的とした先端技術の社会実装や官民データの活用等を図ることとしている。 

事業の具体的な方針策定から計画実行にあたっては、2021 年 5 月にデジタル加賀推進協

議会を設立し、地域課題解決に向けた実証事業や人材育成などの個別事業活動を積み重ね

ている。これらの活動を行うための中核拠点となる「加賀市イノベーションセンター」を 2017 年

から整備を始め、ハードとソフトの環境整備を着実に進めてきている。2022 年４月には、「世界

で一番ビジネスがしやすい環境」を創出することを目的とする国家戦略特区の一つであるデジ

タル田園健康特区に指定された。国家戦略特区を活用することで、開業ワンストップセンターや

近未来技術実証ワンストップセンターなど北陸で唯一の特例措置を実装している。また、事業

者の創意工夫を活かした制度・規制改革を政府へ提案できる事業環境を構築することで、ス

タートアップの創業や新規事業の立ち上げ支援、企業誘致を推進し、地場産業や地域経済と

融合した新産業を創出すること、および産業競争力の強化に取り組んでいる。 

　北陸新幹線加賀温泉駅が開業したことから、首都圏からの旅行客の取り込み、訪日外国

人など関係人口創出に向けた施策、市民および観光客の移動手段として二次交通の更なる効

率化・充実化に取り組むことが重要である。 

 

〇「安心して暮らせる将来への備え」（「社会」の課題） 

近年、世界各地で異常気象が発生するなかで、本市においても、頻繁な台風や豪雨などの

自然災害、記録的猛暑に見舞われている。「気候変動」という地球規模の問題となっている温

暖化の解決には、世界レベルでの協力が必要不可欠である。石川県では平均気温が 100 年

間では 4℃上昇、猛暑日では 20 日程度増加、１時間当たり降水量が 50 ㎜以上の雨が降る平

均回数が年 0.1 回から 0.4 回に増加、一方、降水の無い日も年 15 日増加する等、大雨による

災害発生や水不足などのリスクが増大するほか、産業や生態系など広い分野への大きな影響

と健康被害の増大が懸念されている。 

人々が安心して暮らしていくためには、「世界首長誓約／日本」で誓約した事項である強靭な

地域づくりが不可欠である。災害に強い地域を創造するため、市民や市内企業に対して、緊急

情報を伝達できる設備整備や避難所の環境整備など、地域の防災力を向上させることや電気

自動車の普及と分散エネルギーの推進などが重要となっている。 

また、近年のグローバル化や AI の飛躍的な進歩によって加速度的に変化する社会に応じた

教育は、本市の次世代を担う子どもたちに必要不可欠であり、最新のテクノロジーにふれる機

会の創出や STEAM（Science【科学】、Technology【技術】、Engineering【工学】、Art【芸術】、

Mathematics【数学】）教育を推進するため、毎年 KAGA STEAM Presentation 大会を実施し、

一人ひとりが目的意識をもって積極的に取り組めるような環境づくりを行っている。 

さらに、出産・子育てを機に休職・退職する女性がいまだ多く存在している中、男性の育児参

加の促進や、子育てしていても働ける環境の整備、女性の起業家を支援するなど、女性が活

躍する社会環境の整備も進める必要がある。 

2019 年 8 月に発足した「加賀市ス

マートシティ推進官民連携協議会」
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〇「未来へつなぐ持続可能な環境の保全」（「環境」の課題） 

世界規模の気候変動の影響に対し、地域から取り組ん

でいく姿勢を強く発信していくため、本市は、2018 年 11 月

19 日に持続可能なエネルギーの推進や 2030 年の温室効

果ガス排出量を国の削減目標以上の削減を目指すことを

目的とした「世界首長誓約／日本」に署名している。 

また、2020 年 2 月 25 日には、2050 年に温室効果ガス

の排出量又は二酸化炭素の実質ゼロにすることを目指す

「ゼロカーボンシティ」に取り組むことも表明している。 

さらに、市が出資する第三セクターの「株式会社加賀ふるさとでんき」を設立し市内において

再生可能エネルギーを含む電力の供給を行うなど、脱炭素社会の構築とエネルギーの地消地

産による地域内経済循環の取組のほか、2019 年 10 月に「加賀市版 RE100 推進協議会」を設

立し、市民一体となって再生可能エネルギーの活用を図る体制づくりを進めている。今後は、こ

れらの取組に対し、市民や企業などが積極的に参画し、地域全体で「RE100」に取り組む流れ

を創ることが課題となっている。 

 

（３） 2030 年のあるべき姿 

 

市民生活の質を向上させるスマートシティの推進を図るとともに、「世界首長誓約／日本」の誓

約事項を着実に推進することで、「官民協働のスマートシティによる持続可能なまち」の実現を目

指す。 

 

①　「加賀市版 RE100」の推進による持続可能な都市 

「世界首長誓約／日本」において誓約した「持続可能なエネルギー（エネルギーの地消地産）

の推進」と「2030 年の温室効果ガス排出量を国の削減目標以上の削減」への取組が進み、高

炭素消費社会から脱炭素社会への広がりが見られている。 

市民や企業等においては、地球温暖化の危機感や対策への機運がますます高まり、市民一

人ひとりによる自発的な行動が促され、さらに次世代に繋ぐ行動が出来ている。さらに、再生可

能エネルギーの地産地消の流れが加速し、これまで、電気料金として域外に流出していた資本

が域内に還流することで、「株式会社加賀ふるさとでんき」を核とし、地域資本と地元人材を活

用した自治体新電力による自律的好循環（加賀市版 RE100）が起きている。 

また、世界的な脱炭素社会の実現に向けてシフトする投資の流れを受け、本市に対しての先

進的な企業の投資（ESG 投資）が行われるようになる。 

これにより、地域の雇用創出や経済基盤の強化が図られるとともに、関連企業が市内進出

することで、さらなる経済の地域内循環が継続的に行われ、環境を犠牲にしない発展した地域

経済社会が形成されている。 

 

「加賀市版 RE100」の取組 
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②　市民生活の質を向上させた持続可能なスマートシティおよび国家戦略特区 

本市の成長戦略である教育およびイノベーション（技術革新）の導入を加速すべく「国家戦略

特区」を全市的な動きへと昇華する。まずは、地域経済活性および産業構造の変革から推進し

ていき、その後、市民課題とも紐づけた活動へと深化を図り、最終的には市民生活の質の向上

が進むことで、あるべき姿を描いていく。 

地域経済の側面では、先端技術が市内産業に浸透し、市内企業の付加価値の向上が図ら

れるとともに、市内への先端技術に関する企業進出が促進され産業集積が図られる。これによ

り、地域における所得が向上され、地域経済の好循環が起こる。 

地域課題の解決が図られ、地域経済の発展とともに市民課題解決も進展し、市民の自分事化

が進む。災害の予知や高い防災力が形成され、市民生活における安心感が高まる。またこれま

で人の助けがなければ日常生活に困難があった高齢者や障がい者も、先端技術のサポートを受

けることで、生まれ育った家で安心して、一生暮らすことができる「誰一人取り残されない社会」が

実現されている。あらゆる市民が積極的に社会参加することで、持続可能な地域コミュニティが形

成されるとともに、多様な働き方が可能な社会となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「加賀市学校教育ビジョン」に基づき、一人ひとりの可能性を最大限に開花させ、子ど

もの「今」も「未来」も幸せにする教育を推進している。これは、国の学習指導要領に基づく個別

最適な学び、協働的な学びを重視し、旧来の教師主導の一斉型指導から脱却し、「子どもが主

役」の授業への転換を図っている。さらに、STEAM 教育やロボットプログラミング大会の継続的

な開催などを通じて、最先端の技術に慣れ親しんだ次世代人材を育成する。地域で育成した

人材が、地域で雇用される、あるいは地域へ還元される仕組み、すなわち次世代人材育成エコ

システムの好循環が起こる。 

MaaS※の実現により、二次交通の問題も解決し、ワンスオンリーの手続きで利便性も向上さ

れ、国内外を問わず観光客が訪れている。また、大学等とも連携し、本市の宝資産である自然

や歴史・文化も、保存と活用が両立され未来へ紡いでいる。 

 

加賀市におけるスマートシティのイメージ
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（４） 2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

（経済） 

 

 

１　「加賀市版 RE100」の推進によるゴール 

高炭素消費社会から脱炭素社会に向けて、再生可能エネルギーの利用割合を高める必要

があることから、本市が進める「加賀市版 RE100」では、市内で使用する全ての電力を市内で

生産し、再生可能エネルギーで賄うエネルギーの地消地産を目指すとともに、自治体新電力事

業を核とした域内における経済循環を図ることとする。 

この「加賀市版 RE100」の実現に向けて、市内における新たな再生可能エネルギーを生み出

し、使用するエネルギーを、順次、再生可能エネルギーにシフトすることで、着実に「加賀市版

RE100」の達成に近づいている。（ゴール 7　ターゲット 2、ゴール 7　ターゲット a）。 

また、「加賀市版 RE100」の推進に向けた太陽光、風力、小水力発電の整備を促す、民間主

導による地元金融機関等を含む発電投資会社（SPC）が設立されることで、SDGs に賛同する

企業からの ESG 投資の拡大を図る。（ゴール 8　ターゲット 3、ゴール 9　ターゲット 5、ゴール

12　ターゲット b、ゴール 17　ターゲット 17） 

 

２　スマートシティおよび国家戦略特区の全市的な推進によるゴール 

スマートシティおよび国家戦略特区の全市的な実現に向けては、まずは市役所において庁

内をあげて、あらゆる所管分野で自分事化することから始め、地域課題を解くための有効な手

段として各自で捉えていく必要がある。先端技術だけに限らず、制度・規制改革も両立し、あら

ゆる経済活動分野・産業において最新の技術革新を導入する基盤を作ることを目指している。

（ゴール 9　ターゲット 5） 

また、本市がかかえる課題の一つである二次交通の対策に向けては、MaaS の推進や自動

 ゴール、 

ターゲット番号

ＫＰＩ

 8.3 指標：RE100 協議会の会員数

 現在（2023 年度）： 

29 団体

2030 年度 

50 団体
 9.5

 12.b

 17.17

▲ロボットプログラミング大会
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運転技術の活用による取組を進める。（ゴール 8　ターゲット 9）。 

 

 

（社会） 

 

１　「加賀市版 RE100」の推進によるゴール 

「加賀市版 RE100」を進めることで、社会において脱炭素社会の環境意識を高め、企業等と

のパートナーシップを進める。この取組を進めることで、エネルギー面のみならず、自然環境の

保全や使用する商品の素材に関することなど、一人ひとりの行動変容を促し、一人当たりの環

境上の悪影響の軽減を目指す。（ゴール 11　ターゲット 6、ゴール 17　ターゲット 17） 

 

２　スマートシティのおよび国家戦略特区の全市的な推進によるゴール 

先端技術および制度・規制改革を社会実装するためには、それを支える人材の育成が不可

欠となってくる。本市では、幼児教育および初等中等教育改革を進め、創造性を育むべく、その

土台となる STEAM 教育を、国による必修化に先駆けて進めてきた。また社会人教育向けに

は、起業家の育成やリスキリングなどの講習会開催やツール補助など支援している。これらの

取組を更に進めることで、将来の産業人材の育成および社会人の学び直しの機会を継続的に

提供し、人材育成エコシステムの基盤作りに取り組んでいく。 

また、出産・子育てする女性や高齢者、障がい者も、「誰一人取り残さない社会」を実現する

ため、AI ツールの導入やテレワーク環境など先端技術を活用したサポートを行う。これにより、

家事や育児の負担軽減により時間的ゆとりが生み出されることで、社会参加の機会が創出さ

れ、地域コミュニティへの参画が促されるとともに、多様な働き方を可能とする。（ゴール 5　ター

ゲット b、ゴール 10　ターゲット 2） 

特に、日本マイクロソフト株式会社と連携し、女性向けのプログラミングスキルアッププログラ

ム「Code; Without Barriers」などを実施することで、女性の選択肢を広げ、希望するキャリアを

実現できることで、若者や女性にも選ばれる地方都市「加賀市ライフデザイン」の推進に取り組

んでいく。（ゴール 5　ターゲット b） 

 

 

 

 

 

 ゴール、 

ターゲット番号

ＫＰＩ

 5.b 指標：女性就業率 

※国勢調査における女性就業者数÷女性 15 歳以上人口×100

 現在（2020 年度）： 

48.1％

2030 年： 

67.4％

 10.2 指標：合同面接会やテレワークによる障がい者雇用累計件数

 現在（  2025 年 8 月）： 

13 件 

2030 年： 

9 件

 11.6 指標：加賀市 SDGs パートナー制度への登録件数

 現在（ 2025 年 10 月）： 

55 件

2030 年： 

70 件
 17.17
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（環境） 

 

１　「加賀市版 RE100」の推進によるゴール 

「加賀市版 RE100」の推進に向けては、太陽光発電や水力発電、風力発電などの、再生可

能エネルギーの有効活用が必要となってくる。今後、さらなる再生可能エネルギーの利用を図

るためには、市民一人ひとりの環境問題に対する意識を高めるとともに、企業等の理解がなく

ては進めていくことは難しい。 

そのため、ESD 教育を推進するとともに、「加賀市 RE100 推進協議会」等を通じて「加賀市

版 RE100」の取組を周知することで、全ての人に自然環境への意識を育み、環境にやさしい再

生可能エネルギーの利用割合の増加を図る。 

さらに、再生可能エネルギーを活用した分散型エネルギーを普及させることにより、災害が

発生した際にも、安定した電力供給を行うことができる強靭な地域づくりを目指す。併せて、「ゼ

ロカーボンシティ」に向けて、温室効果ガスの削減を推進する。（ゴール 7　ターゲット 2、ゴール

11　ターゲット 6、ゴール 12　ターゲット 2、ゴール 13　ターゲット 1、ゴール 14　ターゲット 1、

ゴール 15　ターゲット 3、ゴール 17　ターゲット 17） 

 

２　スマートシティおよび国家戦略特区の全市的な推進によるゴール 

電気自動車・ロボタクシーや eVTOL（電動垂直離着陸機）と呼ばれる次世代モビリティの社

会実装を推進することで、新しい技術革新の導入と温室効果ガスの削減の両立を図る。（ゴー

ル 7　ターゲット 2、ゴール 11　ターゲット 6、ゴール 12　ターゲット 2、ゴール 13　ターゲット 1、

ゴール 14　ターゲット 1、ゴール 15　ターゲット 3、ゴール 17　ターゲット 17） 

 

 

 ゴール、 

ターゲット番号

ＫＰＩ

 7.2 指標：温室効果ガス削減目標（区域施策編）

 現在（ 2021 年）： 

505.9 千 t-CO

2030 年： 

277.1 千 t-CO2

 11.6

 指標：RE100 協議会の会員数（再掲）

 12.2 現在（2023 年度）： 

29 団体

2030 年度 

50 団体

  

13.3  指標：温室効果ガス削減目標（事務事業編）

 14.1 在（2022 年）： 

23,399t-CO2 

2030 年： 

11,826t-CO2

 15.3

 17.17
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２　自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

（１） 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

 

① 「加賀市版 RE100」の推進 

 

「世界首長誓約／日本」の署名や「ゼロカーボンシティ」への表明をするなど、再生可能エネル

ギーを活用した脱炭素社会の実現及び地域内経済循環による地域経済の活性化を目指し、再

生可能エネルギーの地消地産を進めることで、活力にあふれ、創造性豊かで、持続可能なまちの

実現に資することを目指す。 

なお、RE100 を達成するには、市内に供給する電力の全てを再生可能エネルギーで賄う必要

があり、大規模な風力発電や水力発電の建設をはじめ、市民や企業一人ひとりの行動など、解

決しなくてはならない課題が多くある。その中で、本市では、再生可能エネルギーによる電力の地

消地産を目指した「加賀市版 RE100」を推進することとし、市や市民、企業、団体等が出来ること

から着実に歩みを進めていくこととする。 

・市内企業等への「加賀市版 RE100」参画の促進 

市内企業への訪問等により「加賀市版 RE100」の取組を説明し、この趣旨に賛同して貰える

企業を増やす。これにより、企業に供給する電力を市内再生可能エネルギーに切り替えること

で、「加賀市版 RE100」を推進する。 

・「加賀市版 RE100 推進協議会」開催による周知・啓発 

「加賀市版 RE100」の推進に向け、市内の団体や企業、個人、市その他行政機関が一体と

なって取り組んでいくため、「加賀市版 RE100 推進協議会」を開催するとともに、講演会等を開

催することで、取組の周知・啓発を行う。 

・公共施設への太陽光発電設備等導入のマスタープランの作成 

再生可能エネルギーの活用による脱炭素社会の地域内経済循環を実現しつつ、防災機能

の強化を図るため、公共施設への太陽光発電施設設置の導入基本計画を策定するとともに、

サンプリング計測診断を行う。 

なお、試算によると、公共施設（191 か所）や市有地（18 か所）に太陽光発電を設置すると、

その発電の潜在能力は 62MW に及び、これは、全ての公共施設の年間消費電力量の 3 倍程

度の発電にあたる。 

・地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画（重点対策加速化事業）の推進 

2023 年に環境省の地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画（重点対策加速化事業）採択さ

れた、加賀市版 RE100 域内リードプロジェクトとして、公共施設への太陽光パネルの設置（オン

サイト PPA）や、ため池太陽光施設の整備（オフサイト PPA）などを着実に推進し、先導役とな

ることで、環境経営を考え始める製造業を中心とした市内企業への脱炭素の取組を促し、さら

 ゴール、 

ターゲット番号

ＫＰＩ

 7.2 指標：RE100 協議会の会員数）（再掲）

 現在（2023 年度）： 

29 団体

2030 年度 

50 団体
 11.6

 指標：温室効果ガス削減目標（事務事業編）

  

12.2

現在（2022 年）： 

23,399t-CO2

2030 年： 

11,826t-CO2

 指標：公共施設への太陽光発電システム導入

 17.17 現在（2023 年）： 

426kW

2030 年： 

18,222kW
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には一般家庭にも取組を波及させる足がかりとする。 

・公共施設等への太陽光パネルの設置 

現在、公共施設 5 か所（セミナーハウスあいりす・市役所庁舎等・加賀市医療センター）、小

中学校 9 校に太陽光パネルを設置しており、今後、重点対策加速化事業を推進することで、さ

らに公共施設等への太陽光パネルの設置を増やす。この取組は、設置施設が災害時の避難

所となることから、強靭な地域づくりにもつながる。 

・電気自動車導入の促進 

電気自動車は、脱炭素化につながるとともに災害時には分散エネルギーとして活用が可能

など、注目を集めている。 

本市では、市内三つの温泉地で観光客向けの周遊用レンタカーとして二人乗り用の小型電

気自動車「温モビ」を導入している。（いしかわエコデザイン賞 2019　銅賞） 

このほか、公用車においては、現在 5 台の電気自動車を導入しており、今後も電気自動車

の導入を進めていく。 

なお、電気自動車の導入にあたり、重点対策加速化事業を活用していく。 

また、加賀市総合サービス及び株式会社 REXEV と連携し、令和 3 年度に EV シェアリング

サービス（OFFON）を導入し、平日日中は公用車として利用し、夜間及び土日祝日は市民、観

光客及びビジネスマン等に貸出ししている。 

・住宅用太陽光発電システム・住宅用リチウムイオン蓄電池の設置促進 

市内における太陽光を利用した再生可能エネルギーの導入促進のため、住宅用太陽光発

電システムや住宅用の蓄電池を設置する市民に対し、設置費の一部を助成する。 

（ゴール 7　ターゲット 2、ゴール 11　ターゲット 6、ゴール 12　ターゲット 2、ゴール 17　ター

ゲット 17） 

 

② スマートシティおよび国家戦略特区の全市的な推進 

人口減少が進むことで起きている様々な地域課題について、官と民が共有するとともに、先端

技術をもって解決することで、市民の暮らしが便利で安心であるとともに、産業も活性化している

持続可能なスマートシティおよび国家戦略特区を目指していく。「加賀市版 RE100」についても連

携を図る。 

・スマートシティ加賀構想の推進 

本市が目指すスマートシティの理念や基本姿勢等を定める「スマートシティ構想」を推進し、

種々の事業構想との整合取りや市民と合意形成を図りながら確認・推進していく。（地方創生

推進交付金採択事業） 

また、市民との合意形成については、15 ページに記述している「加賀市 SDGs 推進パート

ナー制度」も活用する。　 

・「デジタル加賀推進協議会」の開催・運営 

　　  具体的な方針策定から計画実行にあたって、地域課題解決に向けた実証事業や人材育成

などの事業活動を進める。 

・「国家戦略特区区域会議」の庁内参加促進、および区域方針・区域計画の推進 

　 　 内閣府地方創生推進事務局をはじめ、所管部局および提案事業者やアーキテクト・アドバ

イザーなどの専門家・関係者との合意形成を図りながら確認・推進していく。 

・「加賀市次世代エアモビリティコンソーシアム」の開催・運営 

 ゴール、 

ターゲット番号

ＫＰＩ

 9.5 指標：先端技術を活用した実証実験の実施数（累計） 

※官民連携によるもの

 17.17 現在（2025 年 11 月）： 

10 件

2030 年： 

19 件
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本市はドローンや eVTOL などの次世代エアモビリティに関する産業集積を目指すべく、加

賀市次世代エアモビリティコンソーシアムを 2024 年 11 月に設立した。国家戦略特区加賀市

における次世代エアモビリティに関連する取組の促進や、空の産業集積を目指し、全国トップ

レベルの産学官金のエアモビリティ関係者が一堂に会して情報共有や共通課題について議

論を行う場として、本コンソーシアムを運営する。 

・「Microsoft AI & Innovation Center」の運営 

本市は日本マイクロソフト株式会社との包括連携協定を 2024 年 11 月に締結した。デジタ

ル人材を育成するために、Microsoft AI & Innovation Center を通じたトレーニングコンテンツ

の提供やセミナーを実施するとともに、Microsoft の AI ツールやクラウドツールを起業家等に

提供支援する。 

 

③　未来を担う産業人材の育成 

　　「加賀市学校教育ビジョン」を中核とし、未来を担う産業人材の育成するため、全ての子どもた

ちの「今」も「未来」も幸せにする質の高い教育を推進する。このビジョンに基づき、一人ひとりの

可能性を最大限に開花させ、国の学習指導要領に基づく個別最適な学び、協働的な学びを重視

し、旧来の教師主導の一斉型指導から脱却した「子どもが主役」の授業への転換を図る。この取

組の一環として、小中学生等を対象とした STEAM 教育を強化し、「ロボットプログラミング大会」

等の参加や「KAGA STEAM Presentaion」の参加を通じた実践的な学びの場を提供する。また、

GIGA スクール構想のさらなる推進により、一人一台端末を活用したデジタル教科書、クラウド環

境、生成 AI の活用などデジタル教育を充実させる。社会人向けには、先端技術に関する実技講

演や講習会を開催し、革新的な取組ができる人材育成に取り組む。 

・「ロボットプログラミング大会」等の開催 

ロボット動作のプログラミング学習や操作体験を通して、子どもの科学とものづくりへの興味・

関心を高め、創造力や柔軟な思考力を育むことを目的とした教育プログラムである。現在、20

か国以上で取り組まれており、各国から参加者が集う国際大会が各地で開催され、アメリカで

毎年 3,000 人以上が参加する世界大会が行われている。 

本市では、2015 年から日本で初めて「ロボットプログラミング大会」を開催しており、毎年、市

内外をはじめ中国や台湾、シンガポールなどから 400 人を超える子どもたちが参加しおり、2026

年には「ロボットプログラミング大会」の開催を予定している。 

・「かがく宇かんプロジェクト」の推進 

本市は、世界で初めて人工雪を作るなど雪の研究で知られる世界的な物理学者の中谷宇

吉郎博士の生誕地であることから、市と一般財団法人中谷宇吉郎記念財団が協働して、「科

学の心」「環境は知性である」「学ぶ力を学ぶ」をコンセプトとし、自然科学と芸術の分野で独自

の研究教育を実践し、国際的なネットワーク構築と情報発信の拠点となることを目指す。 

・先端技術に関する講演・講習・ワークショップの開催 

市内の事業所に勤務する社会人等を主な対象に、市内で先端技術を活用した新事業を考え

る人も含めて、先端技術に関する講習やワークショップなどの開催や技術活用に関する周知啓

発を進め、市内企業における業務改善や新サービス創出のための先端技術導入を促進する。

 ゴール、 

ターゲット番号

ＫＰＩ

 4.4 指標： 児童生徒アンケート「学校教育の成果の実感」に肯定的な

回答率

 現在（2024 年度）： 

77％

2030 年度： 

80％

 17.17 指標：先端技術を活用した実証実験の実施数（再掲） 

※官民連携によるもの

 現在（2025 年 11 月）： 

10 件

2030 年： 

19 件
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これにより市内の既存企業の付加価値の向上、市内産業の活性化による市内経済の好循環

を促進する。 

 

 

 

 

④ 産学官金協働による SDGs の推進 

市が包括連携を締結する大学や市内金融機関とも連携し、市内外に向け、SDGs の普及・促進

を図る。 

・「加賀市 SDGs 推進パートナー制度」の展開 

市内の金融機関や企業をはじめ、関係団体に対し、本市と共に SDGs を推進するパートナー

を認証・登録する「加賀市 SDGs 推進パートナー制度」を実施し、SDGs の普及・促進を図る。 

この加賀市 SDGs パートナーに登録された企業・団体は、相互に SDGs に資する取組に協力

することで、SDGs の推進に相乗効果が期待されるとともに企業・団体間の連携も深める。 

・包括連携大学との事業推進 

本市と包括連携協定を締結している大学と共に、学生等への普及促進や本市を実証フィー

ルドとした研究・実証を行う。 

具体的なものとしては、北陸大学などが新たに設置する「北陸 SDGs 総合研究所」と連携し、

双方が有する人的資源流と知的・物的資源の有効活用を図りながら、本市が有する自然・文

化・歴史を未来につなぎ、持続可能な循環型社会の実現に向けた SDGs の推進を図る。 

また、金沢工業大学と連携した社会人向け教育課程を活用した人材育成や石川工業高等

専門学校からのインターンシップ受け入れなどを行った。 

・包括連携金融機関との事業推進 

本市と包括連携協定を締結している株式会社北國銀行や株式会社北陸銀行、加賀市内郵

便局と共に、市内全域にある各支店の窓口などを活用し、市民等に向けた SDGs の普及啓発

を行うとともに、「加賀市 SDGs 推進パートナー制度」の枠組みを活用した ESG 投資の推進を

図る。 

 

 ゴール、 

ターゲット番号

ＫＰＩ

 17.17 指標：加賀市 SDGs パートナー制度への登録件数（再掲）

 現在（2025 年 11 月）： 

55 件

2030 年： 

70 件
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（２） 情報発信 

本市では、これまでも持続可能な地域社会を創造する SDGs の理念に沿った様々な施策を進

めてきており、地域においても、各種団体や企業などを中心に具体的な動きも見受けられる。 

一方で、一般の市民レベルでは、「SDGs」の概要は浸透してきているものの、内容理解の深度

はまちまちである。 

本市をはじめ、市内における金融機関や各種団体、企業、そして市外の連携大学や団体、関

係企業などにも、本市と共に進める SDGs について、明確に位置付け効果的に発信することで、

市内外を問わず、本市に関係する全ての人に SDGs の理念とその取組を広め、官と民が連携し

共に取り組む機運を創出する。 

 

（域内向け） 

〇「加賀市 SDGs 推進パートナー制度」を活用した情報発信 

「加賀市 SDGs 推進パートナー制度」において、市内の金融機関や企業をはじめ、関係団体

等のパートナー、市民に向け、SDGs の概念から本市の SDGs の取組に関する講習会を開催

する。 

また、パートナー団体については、SDGs の普及を図ることを目的にそれぞれ市内全域にあ

る金融機関の窓口における市民への周知や団体等が実施する各種イベントなどを通して、2 次

的波及効果により、広く市民への周知を図る。 

〇「加賀市スマートシティ推進官民連携協議会」における情報発信 

本市が進めるスマートシティの取組は、SDGs の推進に強く関連するものであることから、市

民団体や産業団体等の 25 団体で構成する「加賀市スマートシティ推進官民連携協議会」にお

いて、本市の SDGs の取組等について、講演会を実施し周知を図る。 

〇「加賀市 RE100 推進協議会」における情報発信 

「加賀市版 RE100」の推進に向け、関係団体等で構成する「加賀市 RE100 推進協議会」にお

いて、本市の SDGs の取組等について、周知し情報発信を行う。 

〇市民向けの情報発信 

市が毎月発行し、全戸配布を行っている広報誌「広報かが」や「公共交通利用ガイド」に

SDGs の取組を掲載し、全市民向けに情報発信を行う。 

また、市民と顔を合わせ、直接、より具体的に周知するため、毎年、市内の各地区で開催し、

市長をはじめ市幹部が出席する「市政懇談会」等において周知するほか、関係する各種イベン

トの開催時を活用して情報発信を行うとともに、より詳細な説明を希望する方々には、出張市

政講座「かもまる講座」として、各地域や団体にて説明会を開催する。 

さらに、説明会や講座等に参加できない方に向けては、市のホームページや Facebook など

の SNS を通して、Web を活用した組織的な情報発信を行う。 

 

 

（域外向け（国内）） 

〇「加賀市ＳＤＧｓ推進パートナー制度」を活用した情報発信 

本市と関連がある市外の企業や連携大学をパートナーとして登録し、SDGs の概念から本市

の SDGs の取組に関する講習会を開催する。また、パートナーは、それぞれが SDGs の推進・

周知を行うことで、2 次的波及効果が期待できる。 

〇「北陸 SDGs 総合研究所」との連携による情報発信 

域外の情報発信に向けては、本市と包括連携協定を締結している北陸大学などが設立する

「北陸 SDGs 総合研究所」と連携し、学生等に向けたカードゲームやワークショップ等を通して、

SDGs の理解を深め、幅広い世代の課題解決志向を育てていく。 

〇観光客向けの情報発信 

本市を訪れる年間約 200 万人の観光客に対し、本市の SDGs の取組を周知するため、加賀

市観光交流機構とも連携し、観光用パンフレットへの掲載や、2024 年に開業を予定している北

陸新幹線加賀温泉駅でのポスターの掲示やパンフレットを配布するなど、積極的な情報発信を
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行う。 

〇シティプロモーションとしての情報発信 

本市を持続的に発展させるために、その魅力を効果的に訴求し、人材、物財、資金、情報な

どの資源を地域内部で活用していくシティプロモーションの一環として、SDGs の取組について、

市ホームページでの周知や、各課に 1 名配置している情報発信担当職員による市公式

Facebook などの SNS を活用し、組織的な情報発信を行う。 

 

（海外向け） 

〇外国人観光客向けの情報発信 

近年、増加傾向にあり、年間 8 万人を超える外国人観光客に向けて、世界共通言語である

SDGs の取組を、多言語化の観光用パンフレットに掲載するなど、効果的な情報発信を行う。 

〇各種イベント等を活用した情報発信 

本市が実施している加賀ロボットプログラミング大会のパンフレット等に SDGs の紹介を行う

とともに、ポルトガルや台湾のオリンピック選手団事前合宿受け入れによる国際人材交流など

を通して、積極的な情報発信を行う。 

〇交流都市に向けた情報発信 

本市がインバウンドの推進に向けて交流を進めている、台湾やシンガポールなどの交流都

市に対して、SDGs の取組を紹介することで、ともに SDGs の推進を図る。 

〇インターネットを活用した情報発信 

各課に配置している情報発信担当者による Facebook などの SNS やホームページなど、

Web を活用した組織的な情報発信を行う。 

（３） 普及展開性 

（他の地域への普及展開性） 

本市が取り組むスマートシティの取組は、SDGs を進める上で、今後、国内全ての自治体が取り

組んでいかなければならない課題であると考えている。しかし、 

を進めるためには、自治体のみの努力だけでは難しく、住民や技術を有する企業等の理解と

協力があって実現できるものである。その上で、本市では、住民と協働で取り組む「加賀市スマー

トシティ推進官民連携協議会」や新たなサービスの社会実装を可能とする技術を有する企業との

連携を進めており、スマートシティを進める土壌ができている。 

また、本市のような 6 万人程度の地方自治体や人口減少による新たな地域課題をかかえる本

市と同じような自治体は、全国的にも多数存在していることから、本市をモデルとした同様の取組

として横展開が可能と考える。 

そのようなことから、本市が取り組む「加賀市版 SDGs」に関する計画を策定し、本市の取組内

容や取組状況について、市のホームページ等で公開することで積極的な情報発信を行い、他自

治体等からの問い合わせへの対応や視察の受け入れ等を積極的に行うことで、他の地域への普

及展開を行う。 
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３　推進体制 

（１） 各種計画への反映 

 

１．第 2 次加賀市総合計画　 

2017 年度から取組を始めている「第 2 次加賀市総合計画」では、その具体的な施策と事業を

定めている後期（2025 年度から 2026 年度まで）の実施計画に掲げる 7 つの基本方針※における

事業と SDGs で掲げる 17 目標との照合を行い、SDGs に定める目標を意識した事業展開を図る。 

さらに、その施策・事業の展開における検証についても、行政評価の手法にあわせて行うことと

し、SDGs の目標における達成度を検証する。 

 

※「第 2 次加賀市総合計画　基本構想」について 

　【将来都市像】 

「自然・歴史・伝統が息づく　住んでいたい　来てみたいまち」 

　【基本方針】 

基本方針１　安心の子育てと地域に根ざした教育による笑顔あふれるまちづくり 

基本方針２　観光と歴史、文化の振興による賑わいのあるまちづくり 

基本方針３　ものづくりと雇用創出で、活力と勢いのあるまちづくり 

基本方針４　いつまでも元気で健やかに暮らし続けられるまちづくり 

基本方針５　みんなが手をとり、いきいきと安心して暮らせるまちづくり 

基本方針６　豊かな自然を守り育てる、美しく快適なまちづくり 

基本方針７　将来を見据えた、効率的な行財政で支えるまちづくり 

 

２．第 3 期加賀市まち・ひと・しごと総合戦略　（2025 年 3 月　改定済） 

2025 年度から実施している「第 3 期加賀市まち・ひと・しごと総合戦略」において、SDGs の推進

について定めており、この理念を意識した事業展開を進める。 

　　　基本目標１　加賀市に仕事をつくり、安定した雇用を創出し、これを支える人材を育て活かす 

　　　基本目標２　加賀市への新しい人の流れをつくる 

　　　基本目標３　若い世代の出産・子育ての希望をかなえるとともに誰もが活躍できる地域社会

をつくる 

　　　基本目標４　時代に見合った地域をつくり、安心な暮らしを支える 

(1) 便利かつ快適で持続可能な地域の創出 

②SDGs の推進 

 

 

３．加賀市産業振興行動計画（改訂版）　 

2023 年 4 月に改訂した「第二次加賀市産業振興行動計画」に掲げるイノベーション先進都市を

目指して、二つの最重点課題と五つの重点施策※を推進することで、SDGs の理念を踏まえた持

続可能な地域づくりを進める。 

※「加賀市産業振興行動計画（改訂版）」に掲げる二つの最重点課題と五つの重点施策 

　　【二つの最重点施策】 

　　　最重点施策 1　アフターコロナ・ウィズコロナ経済対策 

　　　最重点施策 2　中小企業の支援体制強化 

　　【五つの重点施策】 

　　　重点施策 1　　産業人材の育成と確保 

　　　重点施策 2　　商業環境の充実 

　　　重点施策 3　　地場産業・伝統工芸のブランド化 

　　　重点施策 4　　戦略的企業誘致活動の推進 

　　　重点施策 5　　観光施策との連動 
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４．加賀市地球温暖化対策実行計画　 

(2024 年 3 月　改定　) 

「世界首長誓約／日本」で掲げる持続可能で強靭な地域づくりを目指すとともに、パリ協定の

目標達成への貢献するため、具体的な取組を積極的に進めていく。 

本市を取り巻く環境や社会情勢の変化を踏まえつつ、地球温暖化対策（温室効果ガス排出抑

制＋気候変動への適応）と親和性の高い SDGs の理念を踏まえた基本方針を設定し、本市の目

指す将来の実現に向け、行政や事業者、各種団体、市民が連携し、実効性のある施策を推進す

る。 

※ より効果的な施策や事業展開を図り、加賀市版 RE100 の達成による「2050 年カーボンニュー

トラル」を実現するため計画を改定。 

改定では、地球温暖化対策実行計画（事務事業編・区域施策編）を一本化し、気候変動対策

とエネルギー施策を一元的かつ効果的に推進していく総合的な計画としている。 

 

 

５．その他 

今後、市が作成する各種計画について、持続可能な地域を形成できるように、SDGs の理念を

盛り込んで制定することとする。 
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（２） 行政体内部の執行体制 

【体制図のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「加賀市版 SDGs」の推進に向け、全庁体制で一丸となり取り組む必要があり、本市において、

市の政策や主要な施策の企画及び運営の基本方針等を審議している「市政戦略会議」に参加し

ている市長をリーダーとし、副市長、教育長、各部（局）長が参加して、「加賀市版 SDGs」で定める

事項や、その推進状況を踏まえた今後の方向性について審議する。 

事業の推進にあたっては、施策ごとに各担当課長等が参加する部会（スマートシティ推進部会

など）を設置し、推進状況を確認するとともに施策間の連携を図ることで、計画的で着実な推進を

目指す。 

 

（役割・責任分担） 

　・意思決定 

市長がリーダーとなり、メンバーを招集し、最終意思決定を行う。 

　・部局間調整 

政策企画部（政策推進担当課）において、「SDGs 推進庁内横断プロジェクトチーム」の議

案・資料等を調整するとともに、各部会の開催・調整を行う。 

　・各部会 

各部会で推進する事業の担当課長が参加して、その推進状況を確認するとともに、情報

共有を図る。 

 

「SDGs 推進庁内横断プロジェクトチーム」 

（H30.11.29 発足） 

役割：「加賀市版 SDGs」の進行管理 

体制：市長、副市長、教育長、各部局長、事業担当課で構成

施策部会 施策部会 施策部会

市長（リーダー）

副市長・教育長

各部（局）長
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（３） ステークホルダーとの連携 

 

１．域内外の主体 

① 加賀市 SDGs 推進パートナー 

SDGs の普及促進やモデル事業等の実施、SDGs に取り組む地域事業者の技術的・金銭

的支援を行える体制の整備に向け、本市の取組に賛同いただける市内外の企業をはじめ、

関係団体、市内の金融機関等を「加賀市 SDGs パートナー制度」で市が認証・登録し、地域

における SDGs 推進の「自立的好循環」を目指す。 

　　＜想定しているパートナー＞ 

　　　〇金融機関 

　　　　　郵便局、㈱北陸銀行、㈱北國銀行、日本政策金融公庫　等 

　　　〇民間企業 

スマートシティを推進するための連携企業※や、加賀商工会議所、山中商工会を通し

て市内企業への参画を促す。 

〇関係団体 

「加賀市スマートシティ推進官民連携協議会」のメンバーとなっている 23 団体をはじめ、

「加賀市 RE100 推進協議会」や「加賀 MaaS コンソーシアム」、NPO 法人などの市内各

団体にパートナー参画を促す。 

〇連携大学 

本市と包括連携協定を締結している、北陸大学、北陸先端科学技術大学院大学、金

沢学院大学、金沢工業大学、金沢大学 

 

　　※スマートシティを推進するための連携企業 

・ 2018 年 3 月 ㈱スマートバリュー　「ブロックチェーンの活用」 

・ 2018 年 10 月 特定非営利活動法人みんなのコード「プログラミング教育の推進」 

・ 2019 年 1 月 加賀市総合サービス㈱：RE100 を目指した自治体新電力の推進 

・ 2019 年 5 月 ㈱D＆I　「障がい者のテレワークの推進」 

・ 2019 年 5 月 ANA ホールディングス㈱　「アバターの活用」 

・ 2019 年 5 月 ㈱トラジェクトリー　「ドローンの活用」 

・ 2019 年 7 月 ソフトバンクとトヨタ自動車の共同出資会社 MONET Technologies㈱　

「MaaS の推進」 

・ 2019 年 8 月 合同会社 DMM.COM「3Ｄプリンターによる新たなビジネスモデル創出」 

・ 2019 年 8 月 ㈱日本総合研究所／トリプルアイ　「スマートシティの構築」 

・ 2019 年 11 月 ㈱NTT ドコモ北陸支社　「5G の活用」 

・ 2019 年 12 月 ㈱blockhive　「行政サービスデジタル化の推進」 

・ 2020 年 1 月 京都大学大学院医学研究科／（一社）健康・医療・教育情報評価推進機

構／リアルワールドデータ株式会社　「健康情報のデジタル化」 

・　2020 年 11 月　静岡大学／一般社団法人みんなの認知症情報学会　「自立共生支援 AI

を活用した健康長寿のまちづくり」 

・　2020 年 12 月　xID㈱／㈱LayerX　「電子投票の実現」 

・　2020 年 12 月　㈱Spectee　「AI を活用した防災・減災行政の強化」 

・　2021 年  1 月　㈱バカン　「避難所等に係る情報の提供」 

・　2021 年  2 月　㈱ネオキャリア　「DX の推進」 

・　2021 年  3 月　㈱DK‐Power　「再生可能エネルギーを起点とした地方創生の推進」 

・　2021 年  6 月　㈱REXEV　「加賀市版 RE100 と公用 EV の有効活用」 

・　2021 年  7 月　東京大学／㈱DK‐Power／㈱フェリシモ　「カカオの森づくり」 

・　2021 年  8 月　btrax,Inc．　「起業家育成事業を起点とした人材育成・イノベーション創出」 

・　2021 年　11 月　㈱MaaS Tech Japan/㈱ヴァル研究所　「MaaS を活用した住民向けモビリ

ティサービスと交通版 EBPM の実現」 
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・　2021 年 12 月　大同工業㈱　「持続可能な地域の創出」 

・　2021 年 12 月　兼松㈱　「空飛ぶクルマ・ドローンを用いた地方創生」 

・　2022 年  3 月　石川工業高等専門学校　「包括連携協定」 

・　2022 年  6 月　㈱プリファードネットワークス　「人材育成・スマートシティ推進」 

・　2022 年 10 月　LQUOM 株式会社　「量子インターネットの社会実装」 

・　2023 年  1 月　北陸電力㈱及び北陸電力送配電㈱　「包括連携協定」 

・　2023 年  1 月　金沢大学　「包括連携協定」 

・　2023 年  3 月　㈱月星製作所　「持続可能な地域の創造」 

・　2024 年  2 月　株式会社北國新聞社「続可能な開発目標（SDGs）の推進」 

・　2024 年  3 月　石川工業高等専門学校「包括連携協定」 

・　2024 年  6 月　株式会社 Preferred　Networks「包括連携協定」 

・　2024 年 10 月　株式会社ブロックチェーン戦略政策研究所「包括連携協定」 

 

② 加賀市スマートシティ推進官民連携協議会 

スマートシティの実現に向けては、市民をはじめ、市内の産業団体や市民団体の理解と

協力のもと推進するため、「加賀市スマートシティ推進官民連携協議会」を設立した。この協

議会を通して、スマートシティに関する情報交換や普及啓発、実証事業の推進など、官と民

が一体となって協働によるスマートシティを構築し、本市における SDGs の推進に寄与する

ことが期待できる。 

③ 加賀市 RE100 推進協議会 

加賀市における再生可能エネルギーを活用した脱炭素社会の実現及び地域内経済循

環による地域経済の活性化を目指し、再生可能エネルギーの推進に関して、市内の団体

及び企業や個人並びに市その他行政機関が一体となって取り組んでいくことにより、活力

にあふれ、創造性豊かで、持続可能なまちの実現に資することが期待できる。 

④ 北陸大学などが設立する「北陸 SDGs 総合研究所」 

本市と包括連携協定を締結している北陸大学が中心となり、県内大学等が加盟し、2020

年 8 月に設立された「北陸 SDGs 総合研究所」と共に、本市が誇る自然・歴史・文化などの

資源を大切に育み、また活用できるよう、持続可能な地域の創造に向けて取り組む。 

 

２．国内の自治体 

① 石川県及び県内の自治体 

現在、石川県内には、SDGs 未来都市に認定されている珠洲市、白山市、小松市の他、

積極的に SDGs に取り組む自治体が多数ある。これらの自治体とも連携を図りながら、

SDGs の推進に関する情報共有や情報発信を行っていく。 

② オール加賀会議（加賀地域連携推進会議） 

北陸新幹線大阪延伸を見据え、加賀市、小松市、能美市、白山市、野々市市、川北町の

5 市 1 町が、観光 PR や地域資源の再発掘を目指している。本連携を通して、地域として

SDGs の強力な発信が期待できる。 

③ 越前加賀インバウンド推進機構 

「越前加賀インバウンド推進機構（福井県あわら市、坂井市、勝山市、永平寺町、石川県

加賀市）」が取り組む「越前加賀インバウンド受け入れ体制等整備事業（地方創生推進交付

金事業）」において、越前加賀エリアにおける共通の課題を共有し、課題解決を図るべく取

り組んでいる。 

 

３．海外の主体 

① JNTO（日本政府観光局）との連携 

JNTO 海外事務所と連携した普及啓発を行うことで、外国人観光客の増加が期待される。 

② シンガポール工科大学（SIT）との人的交流連携 
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SIT:シンガポール工科大学とのインターンシップの包括 MOU（2018 年 2 月締結）による、

シンガポールの学生による相互交流・連携を図ることにより、地域課題の解決に繋がる。 

③ シンガポール国立大学（NUS）との共同研究プロジェクト 

NUS（National University of Singapore）とのスマート・インクルージョン共同研究プロジェク

トを推進し、加賀市の課題解決のためのスタートアップ・イノベーションを推進することができ

る。 

 

 

（４） 自律的好循環の形成 

 

「加賀市 SDGs 推進パートナー制度」の展開 

市民や企業等で、徐々に SDGs の認識が広がりを見せる中、それぞれが行っている行動が

SDGs のゴールにつながっているという認識が少なく、また、単独の行動で終わってしまい、成果と

してつながりが見えない状況である。 

一方で、国際的な動きとしては、SDGs に積極的に取り組む企業への ESG 投資なども行われて

いる中、国内ではまだまだ浸透しておらず、SDGs とビジネスに関連性が持たれていない。 

こうした中、本市では、「SDGs スタンダード」の地域を目指し、本市と共に SDGs に取り組む企

業・団体をパートナーとして認定する「加賀市 SDGs 推進パートナー制度」を実施することで、企業

や金融機関が連携したそれぞれの自律的好循環の形成を目指す。 

 

＜制度の概要＞ 

・本市が取り組む SDGs の取組に賛同し、パートナーを希望する者は、申請書を提出し、市が

「加賀市 SDGs 推進パートナー」として認定することで、SDGs の浸透を図る。 

・パートナーは自身が取り組む SDGs に資する行動を、17 のゴールと 169 のターゲットに分類し

可視化することで、自身が行う行動に対する「気づき」や「自覚」を促す。 

・パートナーの行動については、市のホームページ上で公開することで、申請者の行動認識を

高めるとともにモデル行動として SDGs の相乗的波及を期待する。 

・市が主催するセミナーや講演会等に参加することで、パートナー間の連携を深める。 

・パートナー登録することで、企業イメージを向上させるとともに、同じくパートナー登録する金融

機関とも連携し、ESG 投資を推進し、自律的好循環を図る。 

 

＜想定しているパートナー（再掲）＞ 

〇金融機関　：　郵便局、㈱北陸銀行、㈱北國銀行、日本政策金融公庫　等 

〇企 業　：　スマートシティを推進するための連携企業や加賀商工会議所、山中商工会を

通して市内企業への参画を促す。 

〇関係団体　：　「加賀市スマートシティ推進官民連携協議会」のメンバーとなっている 23 団体

をはじめ、「加賀市 RE100 推進協議会」といった市内各団体にパートナー参画

を促す。 

〇連携大学　：　本市と包括連携協定を締結している、北陸大学、北陸先端科学技術大学院大

学、金沢学院大学、金沢工業大学、金沢大学 
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４　地方創生・地域活性化への貢献 

 

「消滅可能性都市」に指摘された本市において、持続可能な都市づくりは、喫緊の課題である

ことから、市民生活の質を向上させるスマートシティの推進を図るとともに、「世界首長誓約／日

本」の誓約事項を着実に推進することで、「官民協働のスマートシティによる持続可能なまち」の

実現を目指すため、「加賀市版 RE100」や「加賀市版スマートシティの推進」による SDGs の推進

を図ることとしている。 

第３期　加賀市総合戦略において具体的な施策として「スマートシティの実現」と「加賀市版

RE100 による SDGs の推進」を掲げており、KPI を設定し取り組むこととなっている。 

「加賀市版 RE100」は、卒ＦＩＴを受けた再生可能エネルギーの地産地消の流れを加速し、これ

まで、電気料金として域外に流出していた資本の域内還流を図るものであり、経済の地域内循環

が継続的に行われ、環境を犠牲にしない地域経済社会の形成により、地域が活性化されるととも

に、関連企業の市内進出により地域創生に資するものである。 

スマートシティの推進は、地域が抱える様々な課題を先端技術の実装により解決を図り、市民

が便利で安心して暮らせる持続可能な都市づくりを目指すものであり、先端技術の導入により、

災害の予知や高い防災力の形成により強靭な都市が作られるとともに、先端技術の市内産業へ

の浸透により、市内企業の付加価値の向上、先端技術に関する企業進出の促進など地域活性

化に資するものである。 

これらの取組が、互いに影響し合い、相乗効果を生み出しながら展開し、進んでいくため、様々

なステークホルダーとのパートナーシップを推進するとともに、地域特性を活かし、経済・社会・環

境の 3 分野において、2030 年のあるべき姿に向け取り組むことで、地方創生・地域活性化に貢

献するものである。 
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加賀市　第３期ＳＤＧｓ未来都市計画（2026～2030） 

 

令和８年３月　策定 

 


